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A 2 5. 学校の性格
[ba 学校の社会的位四—完教関育心や目竺撰参ヽュ加，ニ教のgケ育態-ー諜様ツ程．，大の9  多性数格，磁就学住民の教育の 児童生徒の
．学校の経営態勢（構造 リーダーシッブ，意思決
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るという様式で，個々の諸要因 (a, b, c……で示した項目）およびそれらの関連構造につ
いて検討してみることにしよう。
1) 外的諸要因


























































く， 3.教師行動として直接とらえうるし ，またそうすべきであるとして， なおその行動を
支えている個々の教師のさまざまな特性を別の要因群，つまり， 2.教師特性として把握する必
要があると考える。しかも，それらの要因群は，その性質によ っておよそ次の三つの要因，す



























（宜任感，誠実性 ），様態的性質 （協調 ・順応 ・沈着 ・忍耐 ・根気性，迅速性，正確性 ）など
である。
そして，先に述べた b．知的要因とこの a．人柄的要因とが，実際の教師行動を支え，しかも c.
心理生理学的要因に比して可変性の高い要因であると考えられるので，主としてこの両者の補
































































うに ，教科指導の効果は単に授業 という限定された世界においてではな く，その根ともいうべ
き生徒集団の質的高まりを伴 ってこそ一層高揚しうるものであるし，もう一方教科指荘場面
（授業 ）での認知 ・技能面は言 うまでもなく ，情意面での発達への配慮が集団の質的高まりに
資するものなのであって，両者は機能的には融合一体のものとして存在しつつ，その意図性や
主たる活動対象の相異によ って一応区別されうる＂相互補完”の関係として，理解できよう。







関性をも っているのであり，それは概括的にいうと，図 2のB欄 （枠）のなかの右側に記した
ように ， 原因一過程—結果の因果的連関性 (causa1 1 i nka g e)として一応 とらえてよい
と考える。また，個々の教師における B-2.教師特性と A1-1．形成的条件との連関性は，
教師の〔個人生活史〕という文脈においてもとらえうることを付言しておこう。
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表 教師の職能成長プロフィル
図2との 三 階 入 職 • 成 長 盲 成 熟 ●円 熟対応関係
教 x 行動全般の特徴 もたれかかり） ＜他の人々に対して ｛釈に対して支持
未熟（同僚集団への 安定（同僚だけでな 嘉円熟 自立，相互性
も開放的）
3ー 教授方法技術 定型的（固定的） 目標に適合した技術 理論を基礎にした実 ＾ 
a • の採用 験的展開
師----- -------------------------------------＿_---------＿ 結
3-b 集団の指導スク 慣習的方法に ひらめきによ 原理にもとづ 理疇論にも とづ く
イル よる指辺 る指導 く指導
ー •— , —- - --..—,. --------------—,— 
行 校務分担者とし 規定された役割の遂 規行効定ばなか行された役割適の遂 相互尊重，平等の理 果
3 -c ての行動 行に追われる りかす，宜有 念に貫をかれた十全な
な行動をる 行動する -
動 3-d 学の校調整と者地域と社し会て 乏しい受容カ ・対応 受容力と対応力の拡 正確な受応容力，高水
の行動 カ 大 準の対カ
贋習 顧 守 的 関 係 ： 閤 ‘つつも爺j 相互尊重平等の理 『
同僚関係 適な関係の 念に貫かれたきわめ
出 て有効な関係の創出
リーダーお範よび集団 互いに受容できる基 頁任自と能力について ＾ 
2-a 評 価が規定する囲内で 準による評価の荘入 の己評価
-----------のフィードハ ック----------------------------- 過、
職務遂行をとお 友情収，愛情〔期，帰属マ意 同僚おか国よら任びの感尊その敬の増他の大高の〕 業績，沢任，威厳 ，
教
して得られる報 識， 入 待k・そ 人々 自由
酬（感情） うことに感よっ〕て得らまり 程
れる成功
各領域能の一般的知関識心 自主的でかつ効力きが果ざ備的し 内発的動機づけによ ．＿． 
． のに 自己研 る自己指示的研修
Y 自己教育（研修） を払技う〔修他得者の職計画 な〔即時的修対る応の〕 応〔高水具準備の即〕時的対
師 育・の指受導に容よ〕 る現教 わってく 力の
特
た学識 た広〔．一社領域会つにわたる学 で
2-b 学 識〔例，日本史〕 識 の教科〕群， きるま に
例 科学 わたる 学〕識
〔学際的知識 ＾ 
性































(Becoming)→成長 (Growing)→成熟 (Maturing)→円熟 (FullyFunctioning Pro-
fessional /17)の4段階に亘る教師の職能成長の段階を案出し，価値 ・信念 ・欲求について 3












と学識の深化 ・拡大 (strongknowledge) とをあげ．さらに成長の速さを決定づけるのが．
さまざまな思想や資料を受容する際の教師自身の心的な開放性や意欲にあるとしている点に着
目したい。(18)彼のこの結論は，十分な検証を経ていない懸念はあるにせよ ，われわれの諸要因
の関連構造把握における， a．心理生理学的要因と b知的要因 とc．人柄的要因との連関性の精細





















































(1) たとえば，日本教育新聞では，昨年 (1980年 ）秋より， 「教師教育の時代」と題する連
載記事を現在なお継続掲載している。また，伊藤和衛もこうした動向を明確に指摘してい
る。伊藤和衛「教師教育の年」，『教職研修』第 9巻第 5号 (1981年 1月号 ）所収， PP・
12 -13. 
(2) 拙稿「教師の職能に関する実証的研究のための予備的考察 (I) ＿問題の所在と本研
究の基本的視座＿」，東京女子体育大学紀要，第14号， 1979所収， pp-221-230.
(3) ①小島弘道 ・永井聖ニ ・天笠茂 「若い教師の力嚢と研修需要に関する実証的研究」 ，日
本教育経営学会第20回大会発表査料 (1980年 6月7日，於：中村学園大学 ），冊子，全48
p. ，認昌見 • 佐藤全「教師教育改善に関する調査研究」，国立教育研究所内日本比較教
育学会「教師教育」共同研究委員会編 『教師教育の現状と改革＿諸外国と日本一ー 』，
第一法規， 1980所収， P・309-355, ③岸本幸次郎他 6名「教師の能力と研修 (I)--
教師の職能成長モデルを志向して一ー」，日本教育行政学会第15回大会発表資料 (1980年
10月10日，於：仏教大学），プリ` ノ ト， 全16ページ。
(4) 大橋幸「教師の職業慈識」，『現代教育科学』，船． 120(1967年10月号 ）所収， p.87.
(5) 日本教育学会教師教育に関する研究委員会「教師教育の改善に関する実践的諸方策につ
いての研究」，第 1次報告 (1979年 8月 ），全49p.，第 2次報告 (1980年8月 ），全 303p.
(6) いずれ，これらの研究の最終報告書が出された段階で，筆者の立場からする精細な検討
を試みたいと考えている 。
(7) 林忠幸「教師と児童 • 生徒」，村田昇編『教育学』，有信堂 ， 1 980 所収 ， pp.68-69.
(8) この見解は，次に示す文献の B.J. Biddle の所論，およびそれに修正を加えた奥野明
の所論に依拠しながらも，さらに筆者の見解を盛り込んで作成したものである。
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B. J. Biddle, The Integration of Teacher Effectiveness Research, In B. J. 
Biddle & W. T. Ellena (ed.), Contemporary Research on Teacher Effective-
ness, Holt, Rinehart and Winston, 1964, p. 7, 奥野明『授業材能の研究』，大成
出版社， 1974, pp.143-144. 
(9) A. Morrison and D. McIntyre, Teachers and Teaching (Middlesex, Engla-
nd : Penguine Books, 1973, 2nd. ed.), p.140. 
(10) 主として，次の二つの文献に負うところが大きい。藤田忠「人事評価制度における心理
学的問題」，豊原恒男他 『（ 講座経営行動の心理学 3)人事管理の心理学』，ダイヤモン
ド社， 1972所収， pp.131-172， 池沢章雄 『これからの人事考課 』，産業能率大学出版
部， 1979.
(11) 前掲拙稿， pp.227-228.
(12) 前掲拙稿， pp.226-227. 
(13) それぞれ代表的な著作を 1冊ずつあげるとすれば，次のものが該当しよう。水越敏行
『授業評価の研究 』，明治図書， 1976,梶田叡ー 『現代教育評価論 』，金子書房， 1980.







n izati onal S ociali za ti on に関する研究 ―— 質問紙調査による問題の整理一ー」，九州
教育学会紀要，第 1巻， 1973所収， pp.60-67. 
(16) Anthony F. Gregorc, Developing Plans for Professional Growth, NAS SP, 
December, 1973, pp.1-8. 
(17) 原語を逐語的に訳せば， 「専門職としての十分な活躍」段階とでもなろうが，他の項目
の表現が簡明にな っていることに対応させて，敢えて意訳して「円熟」とした。
(18) A. F. Gregorc, op. cit., p.2. 
(19) 横須賀藷 『教師蓑成教育の探究 』，評論社 ，1976, p.48. 
(20) こうした筆者の立場とほぼ同趣旨と受けとめられる上田薫および西島建男の指摘は鋭い
ものがある。上田薫「教師に求められる資質」， 『児童心理 』第34巻第 6号 (1980年 5月
臨時増刊号 ）所収， P・201 -203,西島建男 『教師再考 』，新泉社， 1979, pp.24-26. 
